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気候変動の緩和と影響への適応
• 2030年 SDGS 
• 2050年 ネットゼロエミッション

• 森林および持続的な森林管理、気候変動の緩和と
適応に必要不可欠。
緩和 森林によるREDDプラス
適応 森林による防災減災(F-DRR)

途上国で実現するための研究開発に取り組んでいる。

私たちが取り組むべき課題



緩和策 REDD プラス
• 2007年12月 UNFCCC COP13 

途上国における森林減少や森林劣化からの温室効
果ガスの排出を削減し森林を保全する枠組みである
REDDプラスが正式に議題として取り上げられた。

・先進国と途上国が協力して、森林減少・劣化から
の排出削減を図ることになった。

・国際社会において、国家に加え企業や団体による
活動がなされた。

・日本は２国間クレジット制度（JCM）において
REDDプラスに取り組んでいる。



排出削減量の計測手法の開発

• 様々な環境条件下の森林における排出削減量の計測
（モニタリング）手法の確立

• 劣化した天然林の群集組成変化とその要因解明

• リモートセンシングによる人工林の分類手法の改良

セーフガード

• 対象地域の実情に即したセーフガード実施手法の開発

• 環境、社会セーフガードにおける重点項目の解明

• 地域住民の属性とセーフガードへの配慮

• 住民便益上重要なエリアの予測手法開発

REDD研究開発センターによる技術開発



出版物 公開イベント

「森から世界を変えるREDD+
プラットフォームセミナー」
2020年2月12日



森林による防災・減災(F-DRR)



現在の取組み
• 日本の森林整備・治山技術を効果的に現地のニーズに
合わせて適用するための手法の開発

• リモートセンシング技術を活用したリスクマップ作成

• 海面上昇による高潮被害に対するマングローブ林の沿
岸域防災・減災機能の評価

• F-DRRに関する動向調査

• http://redd.ffpri.affrc.go.jp/

http://redd.ffpri.affrc.go.jp/


プラットフォームについて

•気候変動への対策、森林の持続的管理など、大きな
方向が同じ、それぞれのゴールを目指す電車を待つ
駅のホーム

•どの列車にのるか、誰と乗るのか、乗るために何を
支払うのか

•さまざまなオプションを提示する、もしくは選ぶ、
組み合わせ、同じゴールを目指すための場

 

12.8 

2030 までに、人々があらゆる場所で、持 可 な開 や自 と したライフスタイル

のために、 な情 が られ意識がもてるようにする。 

 

12.a 

より持 可 な消 ・ 産形 に移行するため、開 上国の科学 ・技術 の強化

を支援する。 

 

12.b 

雇 出や 域の 化振興・産 につながる持 可 な観光業に して、持 可 な

開 がもたらす影響を する手 を開 ・ する。 

 

 

 

12.c 

を改 し、 害な 助金がある場合は環境への影響を考 して 階 に 止するなど、

各国の状況に応じて市場のひずみをなくすことで、 な消 につながる化 への

効 な 助金を合 化する。その際には、開 上国の なニーズや状況を十 に考

し、 困 や影響を受けるコミュニティを 護する形で、開 における悪影響を最小限に

める。 

 

 

13. 

気候 とその影響に ち向かうため、緊急 策を実施する* 

 

13.1 

すべての国々で、気候関 の災害や自 災害に するレジリエンスと 応 を強化する。 

 

13.2 

気候 策を、国の 策や 、計画に 合する。 

 

13.3 

気候 の緩 策と 応策、影響の軽減、 期警戒に関する教育、啓 、人 、 織

の 応 を改 する。 

 

13.a 

重 な緩 行 と、その実施における 確 に関する開 上国のニーズに 応する

ため、2020 までにあらゆる供給源から 間 1,000 億ドルを共 で するという へ

の、国 気候 条 （UNFCCC）を した 進国によるコミットメントを実施し、

可 な限り く資 を して「 の気候基金」の 格 な運 を開始する。 

 

14.7 

2030 までに、漁業や 産 殖、観光業の持 可 な管 などを じて、海 資源の持

な による小 開 上国や後 開 上国の経済 益を やす。 

 

14.a 

海 の健 を改 し、海の が、開 上国、 に小 開 上国や後 開

上国の開 にもたらす貢献を高めるために、「海 技術の移 に関するユネスコ 間

海 学委員会の基準・ガイドライン」を考 しつつ、科学 識を高め、研究 を向上

させ、海 技術を移 する。 

 

14.b 

小規 で 漁 の漁業者が、海 資源を し市場に参 できるようにする。 

 

14.c 

「我々の求める 」（※12）の 158 パラグラフで 起されるように、海 や海 資源の

と持 可 な のための みを規 する「海 に関する国際 合条

（UNCLOS）」に 映されている国際 を施行することにより、海 や海 資源の と

持 可 な を強化する。 

 

 

15. 

の 系を 護・回 するとともに持 可 な を 進し、持 可 な森 管 を行

い、砂 化を食い止め、 化を 止・回 し、 の 失を止める 

 

15.1 

2020 までに、国際 合意にもとづく義 により、 域・ 系とそのサービス

（※13）、 に森 、湿 、山 、乾 の と回 、持 可 な を確実なものにする。 

 

15.2 

2020 までに、あらゆる種 の森 の持 可 な経営の実施を 進し、森 減少を止め、

化した森 を回 させ、 界 で新規植 と再植 を に やす。 

 

15.3 

2030 までに、砂 化を食い止め、砂 化や干ばつ、洪 の影響を受けた を含む 化

した と 壌を回 させ、 化を引き起こさない 界の実現に尽 する。 

 

15.4 

2030 までに、持 可 な開 に 可欠な恩恵をもたらす を高めるため、

を含む山岳 系の を確実に行う。 

 

15.5 

自 の 化を え、 の 失を止め、2020 までに 危 種を 護して

を ぐため、緊急かつ 効な 策を取る。 

《SDGs とターゲット新 》 

 

 

1. 

あらゆる場所で、あらゆる形 の 困を終わらせる 

 

1.1 

2030 までに、現在のところ 1 1.25 ドル で 活する人々と められている、極

の 困（※1）をあらゆる場所で終わらせる。 

 

1.2 

2030 までに、各国で められたあらゆる で 困状 にある の 女・子どもの割

合を少なくとも 減させる。 

 

1.3 

すべての人々に し、最 限の 活 準の を含む な社会 護 や 策を各国で実施

し、2030 までに 困 や弱い 場にある人々に し十 な 護を する。 

 

1.4 

2030 までに、すべての 女、 に 困 や弱い 場にある人々が、経済 資源に する

の権 がもてるようにするとともに、基 サービス、 やその の財産に する

所 権と管 権限、 財産、 資源、 な新技術（※2）、マイクロファイナンスを含む

金 サービスが できるようにする。 

 

1.5 

2030 までに、 困 や状況の 化の影響を受けやすい人々のレジリエンス（※3）を高め、

極 な気候現象やその の経済、社会、環境 な 撃や災 に見 われたり 害を受けた

りする危険 を小さくする。 

 

1.a 

あらゆる での 困を終わらせるための計画や 策の実施を 指して、開 上国、 に

後 開 上国に して で 可 な手 を 供するため、開 協 の強化などを

じ、さまざまな供給源から の資源を確実に 員する。 

 

1.b 

困をなくす取り みへの 資拡 を支援するため、 困 やジェンダーを十 勘案した

開 にもとづく な 策 みを、国、 域、国際レベルでつくりだす。 

 

 

 

 

6.5 

2030 までに、 に応じて国境を越えた協 などを じ、あらゆるレベルでの 合 資

源管 を実施する。 

 

6.6 

2020 までに、山 、森 、湿 、河 、 、湖沼を含めて、 系 系の 護・回

を行う。 

 

6.a 

2030 までに、集 、海 の 化、効 な 、 処 、再 や再 の技

術を含め、 ・衛 の活 や計画において、開 上国に する国際協 と 構

の支援を拡 する。 

 

6.b 

・衛 管 の向上に 域コミュニティが関わることを支援し強化する。 

 

 

 

7. 

すべての人々が、手頃な価格で信 の高い持 可 で現 なエネルギーを できる

ようにする 

 

7.1 

2030 までに、手頃な価格で信 の高い現 なエネルギーサービスをすべての人々が

できるようにする。 

 

7.2 

2030 までに、 界のエネルギーミックス（※9）における再 可 エネルギーの割合を

に やす。 

 

7.3 

2030 までに、 界 のエネルギー効 の改 を させる。 

 

7.a 

2030 までに、再 可 エネルギー、エネルギー効 、 進 でより環境 荷の い化

技術など、クリーンなエネルギーの研究や技術の を進めるための国際協 を強化

し、エネルギー関 インフラとクリーンエネルギー技術への 資を 進する。 

 

7.b 

2030 までに、各支援プログラムに沿って、開 上国、 に後 開 上国や小 開

上国、 開 上国において、すべての人々に現 で持 可 なエネルギーサー

ビスを 供するためのインフラを拡 し、技術を向上させる。 

 



REDDプラスとF-DRR

•森林保全の意義が多様化

•資金源、出資者も多様化

•森林保全（支援）を進めるストーリーも多
様化

•出資者が求める「意義」を地に足のついた
意味ある活動とするための工夫が必要

•これまでの緩和活動（REDD＋）に適応(F-
DRR)の要素を加える。



合わせ技の意味

•日本の森林整備・治山技術を途上国で適用するには、
現地の状況にきめ細かく対応することが必要

• REDDプラスで蓄積した情報、人々との関係構築の経
験が有効

• REDDプラスのコベネフィット
• 排出削減量に対する支払いのほかに得られる利益

• 防災減災はあまり注目されてこなかった。

• 森林の防災減災機能は人々が森林を保全する理由となる

• REDDプラス、F-DRR、それぞれに限界はある

•両者の組み合わせ、費用対効果の向上、追加的な便益



プラットフォームと森林総研

•プラットフォームは途上国の現場でのニーズに応じ
た技術を受け渡す場

•意欲ある加盟団体または個人のマッチングの場

•これまでの経験と知識、新しく開発する技術を組み
合わせ、組織と組織、人と人のパートナーシップ構
築により、REDDプラスとF-DRRの実現に貢献

•視聴者から参加者、実施者に



https://www.ffpri.affrc.go.jp/research/saizensen/2021/20210623-02.html

本研究では、民間によるREDDプラスプロジェクトが開始されたカンボジアを対
象に、プロジェクトの活動の成果を国の成果と整合性を保った上で評価する手法
を開発しました。具体的には、国の森林参照レベル注）を、プロジェクトエリア
の森林面積、森林炭素蓄積量、プロジェクトエリア内および周辺のこれまでの森
林減少の傾向とその要因といった立地条件の違いを考慮して、プロジェクトに配
分する手法です。

この手法は、カンボジアでのREDDプラスの評価システム設計に活用されており、
REDDプラスを実施する他の国においても適用可能です。

https://www.ffpri.affrc.go.jp/research/saizensen/2021/20210623-02.html


森林総研チャンネル
https://www.youtube.com/watch?v=CF8q2M-nAfE

https://www.youtube.com/watch?v=CF8q2M-nAfE


http://redd.ffpri.affrc.go.jp/index.html

http://redd.ffpri.affrc.go.jp/index.html

